
＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．水産業競争⼒強化漁船導入緊急支援事業 （所要額）19,642百万円

中核的漁業者へのリース方式による漁船の導入を支援します。
２．競争⼒強化型機器等導入緊急対策事業 1,999百万円

⽣産性の向上、省⼒・省コスト化に資する漁業⽤機器等の導入を支援します。
３．水産業競争⼒強化緊急施設整備事業 4,500百万円

競争⼒強化のために必要となる共同利⽤施設の整備、産地市場の再編の推進
に必要な施設の整備等を支援します。

４．広域浜プラン緊急対策事業 （所要額）2,380百万円
漁協の経営・事業改善の取組等を促進するための意欲ある漁業者の収益⼒向

上・コスト削減等の実証的取組を支援するとともに、安定的な操業に必要なクロマグ
ロの混獲回避活動を支援します。

５．水産業競争⼒強化⾦融支援事業 （所要額）73百万円
漁船の建造・取得・改修、漁業⽤機器等の導入を図る漁業者等が借り入れる資

⾦について、無利⼦・無担保・無保証人等での融資が可能となるよう支援します。
６．水産業競争⼒強化漁港機能増進事業 1,000百万円

漁港の機能を増進し、競争⼒のある⽣産・流通体制を構築するために必要とな
る漁港施設等の整備を支援します。

７．漁業構造改革総合対策事業 7,000百万円
不漁・脱炭素対策として⻑期的不漁や燃油削減に対応するための多目的漁船

の導入等新たな操業・⽣産体制への転換、マーケットイン型養殖業等の実証の取
組を支援します。

 中核的漁業者を認定し、漁船の導入促進
 ⽣産性の向上、省⼒・省コスト化に資する漁業⽤機器等の導入促進
 施設の再編整備等を推進
 収益⼒向上・コスト削減等の実証的取組への支援を通じた漁協の経営・事業改善

の取組の促進及び安定的な操業に必要なクロマグロの混獲回避活動への支援

広域な漁村地域が連携して取り組む浜の機能再編や中核的漁業者の育成、
漁船漁業の構造改革を推進し、あわせて漁協の経営・事業改善の取組を促進

水産業競争⼒強化緊急事業
【令和４年度補正予算額 14,499百万円】

＜対策のポイント＞
意欲ある漁業者が将来にわたり希望を持って漁業経営に取り組むことができるよう、「広域浜プラン」等に基づくリース方式による漁船導入や産地施設の再編
整備、⽣産性向上や省⼒・省コスト化に資する漁業⽤機器等の導入、漁港施設の整備等を支援することにより、持続可能な収益性の高い操業体制への転
換を推進するとともに、浜の活性化を主導すべき漁協の経営・事業改善の取組を促進します。

＜事業目標＞
１経営体当たりの⽣産額の向上（10％以上［令和９年度まで］）

［お問い合わせ先］水産庁研究指導課 （03-3502-8482）

広域浜プラン（浜の活⼒再⽣広域プラン・漁船漁業構造改革広域プラン）

＜ 広域浜プランに基づき以下を実施 ＞

水産業の体質強化を図り持続可能な操業体制への転換を推進
＜ 導入例 ＞

水産加⼯処理施設

漁船

＜実証的取組例＞

＜事業の流れ＞

⺠間団体等

市町村・漁協等

定額、1/2等
（１、２、４、５、７の事業）

（３、６の事業）
国 1/2等

都道府県
1/2等

機器等（省エネ型エンジン）
※1,４,５は、既存の基⾦を利⽤するため合計額には含まない
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水産基盤整備事業＜公共＞

＜対策のポイント＞
国⺠に安⼼で⾼品質な水産物を安定的に供給し、輸出の拡⼤等による水産業の成⻑産業化を実現していくため、拠点漁港の流通機能強化と養殖拠点

の整備を推進します。併せて、持続可能な漁業⽣産を確保するため、環境変化に対応した漁場整備や藻場・干潟の保全・創造、漁港施設の強靱化・⻑寿
命化対策を推進します。さらに、漁村の活性化や漁港利⽤促進のため、既存漁港施設の改良・除却や⽣活・就労環境改善対策等を推進します。

＜事業目標＞
○ 新たに水産物の品質向上や出荷の安定が図られた水産物の取扱量の割合を増加
○ 流通・防災の拠点となる漁港等のうち、地震・津波に対する主要施設の安全性が確保された漁港の割合を増加（55％［令和７年度まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．水産業の成⻑産業化に向けた拠点機能強化対策

① 水産物の流通機能強化に向け、拠点漁港等における機能再編・集約や漁船
大型化への対応、衛⽣管理対策を推進します。

② 養殖⽣産拠点の形成に向け、消波堤整備による静穏水域の創出や効率的な
出荷体制の構築等に対応した一体的な施設整備を推進します。

２．持続可能な漁業⽣産を確保するための漁場⽣産⼒の強化対策、漁港施設の
強靱化・⻑寿命化対策

① 水産資源の回復を図るため、資源管理と連携し、海洋環境の変化に対応した
漁場整備を推進するほか、グリーン社会の実現に資する藻場・干潟の保全・整備
を推進します。

② ⼤規模地震・津波や頻発化・激甚化する台風・低気圧災害等に対応するため、
防波堤・岸壁等の漁港施設の耐震・耐津波・耐浪化、⻑寿命化対策を推進しま
す。

３．漁村の活性化と漁港利⽤促進のための環境整備
① 地域の漁業実態に合わせた漁港機能の再編を推進するため、漁港の有効活⽤

促進に向けた既存漁港施設の改良・除却を推進します。
② 漁村における漁業集落排水施設等の⽣活環境改善対策や漁港における浮桟

橋等の就労環境改善対策等を推進します。

＜事業の流れ＞

国
水産業協同組合

地方公共団体1/2等

[お問い合わせ先］水産庁計画課（03-3502-8491）

漁村活性化と漁港利⽤促進

持続可能な漁業⽣産の確保対策

幼稚仔魚の⽣育の場とな
る藻場の整備

災害発⽣時の物資輸送拠点となる
耐震強化岸壁の整備

流通機能強化、衛⽣管理
に対応した荷さばき所の整備

漁港施設の⻑寿命化対策

水産業の成⻑産業化に向けた拠点整備

⼤規模養殖の展開を可能に
する静穏水域の創出

陸揚げの軽労化に資する
浮体式係船岸の整備

※ 事業の一部は、直轄で実施
（国費率2/3等）

【令和４年度予算概算決定額 72,669（72,575）百万円】
（令和３年度補正予算額 27,000百万円）
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荷さばき所内部 陸揚げ状況

○４市場の統合による、市場機能の集約化に併せて、安全・安心な水産物を消費者へ供給するため、高度衛生管理型の荷さばき所
等の整備を実施した。 （H25年9月高度衛生管理型荷捌き所供用開始）

○水産物の集約、品質向上により仲買人が増加するとともに販路も拡大し、産地価格が向上した。

5市場機能の集約化に合わせた高度衛生管理型荷さばき所整備

概 要

対 策

効 果

事業名 ：水産流通基盤整備事業
事業期間：H24～25

全国に店舗を持つ大手
量販店や飲食店も参入

・統合市場における購
買力の向上

・当該地区の水産物が
全国に供給され、販路
が拡大

○地域の４つの市場機能を拠点漁港に集約

流通拠点

圏域範囲

県内・県外へ

A市場
（拠点漁港）

水産物集約
（漁船陸揚）

水産物集約（陸送）

市場機能の集約イメージ

B市場 C市場

D市場

7




